
都道府県担当職員等向け試行研修の開催について(案) 

 

都道府県の担当職員が障害福祉分野に係る相談支援及び（自立支援）協議会等について十分に理解

し、継続的かつ効果的に市町村支援を行うためには、自治体職員の異動等も考慮に入れた都道府県職

員等向けの研修の実施や、研修の内容を踏まえた市町村支援の取組等が重要となります。 

そこで、令和５年度障害者総合福祉推進事業で作成する「相談支援業務に関する手引き（案）」や

「（自立支援）協議会の設置・運営ガイドライン（案）」を使用し、都道府県担当職員等の制度の理解

促進や継続的な市町村支援の実施のための「都道府県担当職員等向け試行研修」を実施いたします。 

 

１．目的 

①都道府県の担当職員等が障害福祉分野に係る制度を十分に理解し、継続的な市町村支援を行う

ことができるようになること 

②都道府県の担当職員等が市町村を対象とした研修会を実施する際の参考としてもらうこと 

③令和４年１２月の障害者総合支援法等一部改正や令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の内

容を正しく理解し、その内容を市町村等に伝達してもらうこと。 

 

２．開催日時  令和 6年 2月 20日（火） 10：00～17：30 

 

３．会場    ビジョンセンター田町 2階 AB 

（住所：東京都港区芝 5-31-19ラウンドクロス田町 2F） 

 

４．受講対象者（下記①②に該当する方。各都道府県２名まで） 

①障害福祉部局において「相談支援従事者養成研修等の相談支援に係る人材養成に関係する事業」

「都道府県（自立支援）協議会」および「相談支援事業（相談支援や協議会の充実強化等に関す

ること）」のいずれかを担当している職員 

②都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザー等の相談支援体制整備の中核となる実践者等 

 

５．内容（現段階の案となりますので、令和 6年 1月に、改めてお知らせいたします。） 

 ・相談支援の専門家・実践者、都道府県職員、厚生労働省職員等を講師とし、講義・演習（グルー

プワーク等）を含めた研修とします。 

10：00～ 開会 

10：10～12：10 講義①・演習① 相談支援の基本的な考え方 

13：10～14：40 講義②・演習② （自立支援）協議会の役割 

14：50～16：20 講義③・演習③ 相談支援における都道府県・市町村の役割 

16：30～17：30 講義④ 
制度改正及び障害福祉サービス等報酬改定の最新の

動向について（厚生労働省より） 

 

６．申込方法（令和 6年 1月に、改めてお知らせいたします。） 

 

７．研修会事務局 

  一般社団法人北海道総合研究調査会（略称：ＨＩＴ） 

電話番号：011‐222‐3669   メールアドレス：soudan@hit-north.or.jp 

別添２ 12月 22日時点での案であり、詳細については変更がありうる 



 

 

 

 

 

 

市町村の障害にかかる相談支援の体制整備や人材育成においては、都道府県による市町村支援が

重要であり、令和４年 12月の障害者総合支援法改正により、法律にも明記されたところです。効果

的に市町村支援の取組を行うためには、都道府県の担当職員が障害福祉分野に係る制度を十分に理

解し、継続的な市町村支援を行うことができるよう、自治体職員の異動等も考慮に入れた研修等の

取組が重要となります。 

 そこで、本調査研究事業では、「相談支援業務に関する手引き（案）」や「（自立支援）協議会の設

置・運営ガイドライン（案）」（※）を使用し、都道府県担当職員等の制度の理解促進や継続的な市町村

支援の実施のための「都道府県担当職員等向け試行研修」を開催いたします。本研修は、都道府県が

市町村職員を対象とした研修会を実施する際にも参考となるよう調査研究事業の一環として開催す

る試行研修となります。 

つきましては、本調査研究事業の主旨をご理解の上、時節柄ご多忙とは存じますが、是非ともご

参加賜りますようご案内申し上げます。 

（※）令和４年度障害者総合福祉推進事業で作成され、制度改正等を踏まえ、本事業においてさらに改定したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10：00～ 開会 

10：10～12：10 
講義① 

演習① 
相談支援の基本的な考え方 

13：10～14：40 
講義② 

演習② 
（自立支援）協議会の役割 

14：50～16：20 
講義③ 

演習③ 
相談支援における都道府県・市町村の役割 

16：30～17：30 講義④ 制度改正及び障害福祉サービス等報酬改定の最新の動向（厚生労働省より） 

 

 

令和５年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業 

「地域の相談支援体制整備及び（自立支援）協議会の活性化に向けた都道府県による市町村支援の効果的な取組についての調査研究」 

日
時 

会
場 

ビジョンセンター田町 2 階ＡＢ 
住所：東京都港区芝 5-31-19 ラウンドクロス田町 2F 

URL：https://www.visioncenter.jp/tamachi/ 

対
象
者 

下記①②に該当する方（各都道府県２名まで） 

①障害福祉部局において「相談支援従事者養成研修

等の相談支援に係る人材養成に関する事業」「都

道府県（自立支援）協議会」および「相談支援事

業（相談支援や協議会の充実強化等に関するこ

と）」のいずれかを担当している職員 

②都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザー等 

申
込
方
法 

参加申込書（エクセルファイル）に必要事項を入力の上、

下記事務局のメールアドレスまで送付してください。 

アドレス：soudan@hit-north.or.jp 

※参加申込書に入力したアドレス宛に受講決定のメールをお送りいたします。アドレスに間違いがないようご

確認ください。●月●日までに受講決定のメールが届かない場合は事務局までご連絡ください。 

 

申
込
期
日 

令和６年 ２月 日（ ）  
１７：００まで 

令和６年 ２月２０日（火） 
１０：００～１７：３０（受付９：４０～） 

相談支援体制整備や（自立支援）協議会の運営等の市町村支援に関する 
参加 

無料 

一般社団法人北海道総合研究調査会（略称：ＨＩＴ
ヒ ッ ト

） 担当：井芹
い せ り

・横田・星野 

電話番号：011‐222‐3669   メールアドレス：soudan@hit-north.or.jp 

研修会に関する問い合わせ先（研修会事務局）

プログラム（案） 

令和 6 年 1 月に、改めてお知らせ

いたします。 

令和 6 年 1 月に、改めてお知らせ

いたします。 

現段階の案です。令和 6年 1月に、改めてお知らせいたします。 

 


